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人口減少問題・地方分権改革等調査特別委員会 開催状況 

開催年月日 令和８年５月１３日（水）      

質 問 者 民主・道民連合 広田 まゆみ 委員 

担 当 部 課 総合政策部地域創生局地域政策課   

質    問    要    旨 答    弁    要    旨 

一 地域運営組織について 

私の方から、地域運営組織についてご質問させてい

ただきたいと思います。 

前回の委員会で、人口減少対策としての住民自治・

市民ファシリテーターの制度をできれば作っていた

だきたいという提案をさせていただきましたところ、 

ご答弁の中で、道としては、この地域運営組織に今後

力を入れていく方向性が感じられましたので、改めて

地域運営組織について、伺っていきたいと思います。 

 

（一）人口減少対策としての位置づけ 

まず、この人口減少対策としての位置づけですけれ

ども、人口減少や高齢化の進行により、もちろん人口

を増やす取組も必要なのですけれども、減っていくと

いうことを前提として、地域における生活サービスの

維持や、住民の皆さんの相互の支え合いの仕組みの確

保が、これまで以上に重要な課題となっていると承知

しています。総務省が推進する地域運営組織は、もう

平成の時代から進められているようでございますけ

れども、道においては、令和５年度以降にセミナーを

開催するなどの取組が展開されていると承知してい

ます。 

この地域運営組織を人口減少対策の観点からどの

ように位置づけているのか、最初に改めて基本的な認

識を伺いたいと思います。 

 

 先ほど今津委員のご質問・ご指摘などでもありまし

たが、地域で暮らす人々が中心となる関係主体という

のは、従来型の地縁組織で考えているのか、それとも

新たに学生団体も含めて、外部の人が地域で活躍して

いくことも想定しての関係主体なのか、そこをしっか

りと把握していくことによって状況が変わってくる

と思います。 

 

（二）北海道における現状認識と課題 

次の質問に移りますけれども、本道における地域運

営組織の推進状況について伺います。ホームページな

どで調べますと、全国ではこの地域運営組織の設置市

町村の割合が５割程度に達している一方で、本道では

２割程度にとどまっているという指摘があります。 

人口減少の進行が全国でも先行している本道にお

いて、こうした状況を道としてどのように認識してい

るのか、また、その要因についてどのように分析して

いるのか伺います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地域政策課長） 

 地域運営組織の位置づけについてでございますが、

全国を上回るスピードで人口減少が進行する本道に

おきまして、地域の暮らしを守るため、地域で暮らす

人々が中心となり、様々な関係主体が参画し、高齢者

の見守りや買い物、除雪といった生活支援などを行う

地域運営組織は、地域課題の解決をはじめ、地域活動

を実践する人材の育成などの面から有効であると認

識をしており、集落の維持・活性化に向けた取組の一

つと考えているところでございます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地域政策課長） 

 地域運営組織の状況などについてでございますが、

令和７年度の総務省調査によると、運営組織の数及び

組織が形成されている市町村数は、全国で、8,587 団

体、約 53%の 903 市町村であるのに対し、北海道は、

148 団体、約 21%の 38 市町村と、全国と比べ少ない状

況にあります。 

この調査結果では、道内の地域運営組織から、活動

の担い手やリーダーとなる人材、事務局運営を担う人

材の不足などに加え、団体の役員・スタッフの高齢化

といった課題が多く挙げられておりますほか、昨年

度、道が実施をした集落実態調査におきましては、道

内で組織形成が少ない要因について、市町村から、行

政への依存体質が強く自律的な活動が行われないこ

とや、職員不足のため取り組むことができないといっ

た理由が挙げられたところでございます。 
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 道としても集落実態調査をされているということ

で、148 団体 38 市町村という数のお答えがありまし

たけれども、やはりこの 148 団体がどういう関係主

体なのかというところの把握が、もう少し丁寧にされ

るべきではないかと思います。 

 

（三）広域自治体としての役割 

ご答弁にもありましたとおり地域運営組織は、基本

的には住民主体の取組である一方で、広域分散型の本

道では、担い手不足であるとかノウハウの不足など、

地域だけでは解決が難しい課題も多く指摘されてい

るところです。 

今後、地域運営組織の推進を、全国よりもかなり立

ち上がりが遅いということですから、道としてそれを

必要とするならば、市町村任せにするのではなく、道

としてどのように主体的に関与し、支援していく考え

なのかお示しいただきたいと思います。 

 

 

 

道費ということで、道単独の予算も駆使しながらセ

ミナーなども開催されてきたということであります。 

 

（四）政策としての位置づけ 

次に、政策としての位置づけについて伺いたいと思

います。 

地域運営組織の取組は、色々な事例を見ますと、福

祉や防災、地域交通、一般的な産業振興を含む地域振

興ということで、複数の分野にまたがるものでありま

して、例えばその啓発のセミナーを総合政策部として

開催するだけで本当にいいのか、私としてはこの合意

形成などを含める中で、「市民ファシリテーター」な

どの人材育成についてもしっかりと担保しながら、地

域運営組織を全庁的な政策の中に位置づけて、総合的

に推進していくべきだと考えますが、この政策的な位

置づけについての見解を改めて伺いたいと思います。 

 

 

 

 

地域おこし協力隊や集落支援員等の制度も活用し、 

ということで、私自身もこの間、知事公約に掲げられ

た地域おこし協力隊の支援は重要なことであります

けれども、地域おこし協力隊をどうするかではなく、

地域おこし協力隊で何をするのかというのを、もう少

し道民の皆様に分かりやすく提示する必要があると、

ずっと提案させていただいてきたところです。 

であるとするならば、同じように地域運営組織をど

うするかではなく、地域運営組織で例えば道がどの分

野を重点的に取り組んでいくのかなど、モデル的に地

域を決めるところも必要かと思いますが、そこの地域

運営組織で何をするのかというのを明確にすること

が必要ではないかと思います。 

 

 

 

 

 

 

 

（地域政策課長） 

市町村への支援などについてでございますが、地域

運営組織の形成や運営に当たりましては、地域で暮ら

す方々と市町村が連携し取組を実践することが重要

でありますことから、国においては、組織の形成や運

営に対し助成等を行う市町村に地方財政措置を講じ

るほか、組織の活動に対しても交付金により支援を行

っているところでございます。 

 道においては、市町村等が実施をいたします集落対

策に資する事業に対して、地域づくり総合交付金によ

る支援を行ってきたほか、昨年度は、道内の地域運営

組織の活動状況を共有するためのセミナーを開催す

るなど機運醸成に努めてきたところでございまして、

引き続き、必要な取組を支援してまいります。 

 

 

 

（地域づくり担当局長） 

 地域課題の解決に向けた取組についてでございま

すが、道内の各地域においては、人口減少や高齢化の

進行により、地域活動の活性化を担う人材や地域産業

を支える後継者の不足、交通機関など日常生活に必要

なサービスの維持・確保など、様々な課題があるもの

と認識しており、道では、このような課題を踏まえ、

先進事例の共有や地域づくりを担う方々を対象とし

た研修交流会の開催のほか、地域づくり総合交付金な

ども活用しながら支援を行ってきたところでござい

ます。 

こうした取組に加え、市町村などとも連携しなが

ら、地域おこし協力隊や集落支援員等の制度も活用

し、課題の解決を担う人材の確保・育成に努めるほか、

市町村への情報提供や相談対応を強化するなど、地域

運営組織の形成促進に向け、引き続き、取り組んでま

いります。 
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（五）今後の方向性について 

最後に、今後の方向性について伺いますけれども、

地域運営組織を持続可能なものとしていくためには、

単にこの組織を整備するだけではなく、その中で多様

な意見を調整し、合意形成を図っていく機能を、どの

ようにその地域の中で人材の確保も含めて作ってい

くのかが重要な課題であると考えます。 

私としては、前回の委員会で紹介した「市民ファシ

リテーター」養成のように、住民同士の対話を支える

人材の育成に取り組む動きが大変重要だと思います

し、こうしたことを含めて、地域運営組織の実効性を

高めていくことが必要だと考えますが、現時点での認

識を改めて伺います。 

 

（指摘） 

 最後に指摘ということになりますが、中間支援者を

活用していくことが重要とありましたので、是非「市

民ファシリテーター」の養成などについても道として

ご検討いただければと思います。 

 また、従来の地縁・血縁に基づいた自治会なども大

変重要でありますが、そうした今までの地域組織だけ

ではなく、社会的選択縁という言葉も使われています

けれども、ふるさと住民登録制度というものも出てく

る中で、外部の新しいご縁を地域の中に組み入れてい

く、そういう地域社会をどう作っていくのかというこ

とも非常に重要になると思います。 

改めて、私自身も北方建築総合研究所のこれまでの

研究実績なども勉強させていただきながら、新しい社

会的選択縁みたいなところの相互扶助を道としてど

う作っていくのかというのは、基礎自治体任せではな

くて、むしろ広域自治体が行うべき、広域自治体が行

うことに向いていると思いますので、改めて取組の強

化をお願いいたしまして、質問を終わります。 

 

 

（地域政策課長） 

 地域運営組織への支援についてでございますが、組

織の持続的な運営に向けては、組織形成に対する支

援、事務局スタッフの育成支援のほか、組織と市町村

との連携をコーディネートするなど、様々な支援を行

う中間支援者を活用していくことが重要と認識して

おります。 

 このため、道としては、引き続き、地域づくり総合

交付金により支援を行うとともに、道内で中間支援者

としての役割を担う道総研の北方建築総合研究所や

NPO などとの連携のもと、先進事例の共有や地域人材

の育成・確保など、地域課題の解決に向けた取組が広

がるよう努めてまいります。 

 

 

 

 

 

（了） 


